
リスクマネジメント体制
当社は、当社グループのリスク管理体制の維持・強化を目的に、社長を委員長とする「リスク管理委
員会」を設置しています。当社グループでは、定期的なリスク評価を行い、リスク項目ごとに定めた主管
部門・責任者を中心に平時における予防措置を実施するとともに、危機発生時に迅速に対応できる体
制の確保・向上に努めており、リスク管理委員会ではその結果に基づき、諸対応につき審議していま
す。その概要については、定期的に取締役会で報告を行っています。
2021年度は、リスク管理委員会において重要性の高いリスクへの対応策を定め、諸活動を展開しま
した。また、グループ各社に対しても、同一のリスク評価手法による評価に基づき、リスク低減策の立
案と実行を展開し、グループにおけるリスク状況の把握と低減活動に努めました。

▶ リスク特定・評価プロセス
当社グループは、当社を取り巻く経営環境の変化や各事業の進展等を踏まえ、毎年、想定リスクやそ
の管理方針、対応策につき見直しを実施しています。
リスクの特定においては、現行評価のレビュー実施及び社内外の環境変化等を踏まえた新規リスク
の抽出を行います。その後、影響度・発生頻度などにより評価・分析を実施し、重要性の高い項目をリ
スク管理委員会において特定し、対策の立案を実施しています。これらの全社リスクは、財務影響との
関連を踏まえ、有価証券報告書などで開示している事業等のリスクにも適宜反映しています。
なお、2022年2月、当社の連結子会社の元従業員による金銭横領（以下「本件」という。）が判明いた
しました。本件に関連するリスクは、以前より設定していたものの、重要度を低く見積もっておりました
ので、本件の発生を踏まえ、当該リスク項目の重要度を高めました。現在、同様の事件を二度と起こさ
ぬよう、グループを挙げて本年5月に策定した再発防止策の徹底に努めています。
世界的なキャッシュレス化の進行は、新型コロナウイルス感染症の拡大により加速しており、当社グ
ループとしても考慮すべきリスクと考えています。加えて、2021年度は、部品調達難、部材価格の高騰、海
運の逼迫等によるコスト増や販売の延伸等のリスクが顕在化したため、具体的施策を実施中であります。

▶ 事業継続計画（BCP）への取組み
当社では、災害などの危機発生時においても重要業務を継続し迅速な復旧を図るため、事業継続計
画（BCP）を策定し、非常時に備えています。製品やサービスの安定した提供に向け、部品調達リスクの
分散などによるサプライチェーンの強化や災害対応に関する規程・マニュアルの整備などを行い、緊急
時に迅速に対応できる体制を整えています。2021年度は、生産機能を担うグループ会社におけるBCP
訓練を実施いたしました。
また、有事に備え、業務継続に大きな影響を及ぼす重要システムの災害対策強化や安否確認システ
ムの導入、主要事業所への衛星電話の設置、食料や飲料水の配備などを行うとともに、定期的に防災
訓練を実施することで、それら災害対策の実効性確保を図っています。

リスクマネジメント

情報セキュリティー
▶ 組織的安全管理措置
情報セキュリティー統括責任者（CISO）の下、全社横断組織として「情報セキュリティー推進部会」を
設置し、情報セキュリティーポリシーに基づきPDCAサイクルを回して継続的に改善しながら、グルー
プ全体の情報セキュリティーレベルの向上を図っています。また、内部監査を定期的に実施し、適合性
や有効性をチェックしています。

▶ 情報セキュリティー対策の強化
お客さまの情報資産を安全かつ適切に取り扱うため、サービスコネクトセンター（情報処理セン
ター）などのシステムソリューションやサービスの提供に関わる部門では、情報セキュリティーに関す
る国際規格であるISO27001の認証を取得しています。

▶ 技術的安全管理措置
ID管理システムやインターネット接続環境における不正侵入防止システムの導入、デバイスコント
ロールによる外部記憶媒体の利用制限を実施するなど、情報セキュリティー対策の強化に取り組んで
います。 また、第三者による不正利用を防止するために、統合型情報共有基盤には二要素認証を導入
し、認証強化を図っています。 

▶ 物理的安全管理措置
IDカードや顔認証による入退室管理システムや鍵管理システムを導入し、厳格なアクセス管理と記
録の自動保存を実施しています。また、自家発電機やUPS（無停電電源装置）などを設置して、ITイン
フラの可用性確保を図っています。

▶ 情報セキュリティー教育人的安全管理措置
情報セキュリティーに関する事故を未然に防止するため、階層別に教育を実施しています。 また、全
社教育として、毎年10月の企業倫理月間に合わせてeラーニングを実施し、従業員の情報セキュリ
ティー・リテラシーの向上に努めています。テレワークでは情報漏洩等のリスクが高まることから、従
業員がとるべきリスク回避ルールの遵守に向けた教育を実施しています。
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https://www.glory.co.jp/csr/governance/risk_management/
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